
役員一覧 （2026年6月25日現在）

1 小沼 宏行 2 笹原 美徳 3 鳴海 達夫 4 山田 秀雄 5 藤重 貞慶 6 野々垣 好子 7 酒井 由香里 8 近藤 克幸 9 阿部 善 ⓾ 伊藤 雅人 ⓫ 八尾 紀子 ⓬ 久保 直生

適切に経営・事業をリードするための
知見・経験

適正な経営基盤を確立・維持するための
知見・経験

持続性を担保するための
多様性（専門分野・主な経験等）

社外
役員

独立
役員 業務執行者としての兼職状況 他法人等の社外役員の兼職状況 その他 指名・報酬 

諮問委員会
企業経営
組織運営

技術開発 
イノベーション

DX
グローバル 
ビジネス 財務・会計

ガバナンス 
リスク管理 

コンプライアンス
人事労務 
人財開発

特記すべき 
専門分野・主な経験等

取締役

1 小沼 宏行 社長執行役員 グループCEO ― ● ● ● ● ● 国内・海外事業 
（経営・営業・ヘルスケア）

2 笹原 美徳 上席執行役員 副社長 ― ● ● ● 国内事業（営業・生産）

3 鳴海 達夫 ― ― ● ● ● 人事・労務/経営企画

4 山田 秀雄�
［取締役会議長］ ● ● 山田・尾﨑法律事務所所長 

公益財団法人橘秋子記念財団理事長

太洋化学工業（株）社外監査役 
ヒューリック（株）社外取締役 

（株）ミクニ社外取締役 
吉本興業ホールディングス（株）社外取締役

弁護士 ● ● ● 法務全般・リスクマネジメント

5 藤重 貞慶 ● ● 公益社団法人日本マーケティング協会会長
日東紡績（株）社外取締役 

（株）テレビ朝日ホールディングス社外取締役 
（株）テレビ朝日社外監査役

●
委員長 ● ● ● ● ● 上場企業経営

6 野々垣 好子 ● ● ― （株）ジーエス・ユアサ コーポレーション社外取締役 ● ● ● ● ● グローバル経営/マーケティング/ 
ダイバーシティ

7 酒井 由香里 ● ● ―
大平洋金属（株）社外取締役 
トーヨーカネツ（株）社外取締役（監査等委員） 
いちよし証券（株）社外取締役

● ● ● ● ● 財務・会計/ガバナンス

8 近藤 克幸 ● ●
特定医療法人敬徳会 藤原記念病院副院長 
特定医療法人敬徳会 理事 
一般財団法人匿名加工医療情報公正利用促進機構理事

― ● ● ● ● ● 学術/ヘルスケア

監査役

9 阿部 善 ― ― ● ● 国内事業（管理）/ガバナンス

⓾ 伊藤 雅人 ― ― 公認会計士 ● ● 財務・会計/ガバナンス

⓫ 八尾 紀子 ● ● TMI総合法律事務所パートナー （株）朝日ネット社外取締役 
日揮ホールディングス（株）社外取締役 弁護士 ● ● ● グローバル企業法務

⓬ 久保 直生 ● ● 久保公認会計士事務所所長 ― 公認会計士・
税理士 ● ● 財務・会計/監査
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コーポレートガバナンス

四者還元の哲学が支えるガバナンス体制の構築
　当社は、持続的成長を支えるグローバル経営基盤の構築を計画的に進め、
経営の質の向上に取り組んでいます。その取り組みを支える基本的な考え
方が、創業以来受け継がれてきた「四者還元」の哲学です。これは、事業その
ものが社会や環境と融合して価値を創造し、事業活動によって得られた利益
は、株主・社員・社会・会社の四者へ適切に還元していくという考え方です。
　株主には企業成果を適切に共有し、社員には充実した労働環境や成長
機会を提供し、社会には事業活動を通じた価値提供により信頼を醸成し、
会社には将来の成長を支える投資余力を確保することで利益を還元して
いきます。四者で分かち合う価値の最大化を図る上で最適な資本配分を
実現することで、当社は各ステークホルダーとの関係を強化し企業価値
を向上させることをめざしています。そのために不可欠な経営の土台と
して、グローバル経営基盤の構築に取り組んでいます。
　このグローバル経営基盤の一環として、当社はガバナンス体制の高度
化に取り組んでいます。 監査役による監査機能の強化に加え、多様な経
験・専門性を持つ独立社外取締役が過半数を占める取締役会構成とする
ことで、透明性の高い経営監督を実現しています。
　業務執行体制においては、執行役員制度のもとで「経営の意思決定および
監督機能」と「業務の執行機能」とを分離させ、意思決定の迅速化を図ってい
ます。さらに、取締役会の機能を経営上の重要事項審議および監督機能に重
点化するため、執行部への決裁権限の委譲を段階的に進めています。また社
内非業務執行取締役も参画する経営戦略会議において中長期経営戦略の方
向付けを行うことで、執行部における意思決定の適切性確保に努めています。
　執行役員会直下の案件検討委員会は、事業投融資や重要な契約の締結
等、事業推進に伴うリスクの検証・分析を行い、執行役員会審議の質的向
上を図っています。さらに、サステナビリティ推進委員会や人財開発委員会

が気候変動対応や人的資本投資といった重要課題に取り組むことで、執行
部の意思決定の質向上と取締役会の監督機能の強化につなげています。
　監査役は取締役会や執行役員会等の重要会議に出席し、会計監査人、

内部監査部門と緊密に連携して監査を実施しています。内部監査結果は
社内取締役や監査役に共有され、必要に応じて取締役会で報告される体
制を整えています。

コーポレートガバナンス体制図（2026年6月25日現在）
四者還元

ガバナンスの
体制

業務執行・
内部統制体制

社員 会社株主 社会

株主総会

取締役会
取締役8名

社内3名、社外5名（うち女性2名）

指名・報酬諮問委員会

人財開発委員会

監査役会
監査役4名

社内2名、社外2名（うち女性2名）
会計監査人答申・提言

付議・報告 報告
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コーポレートガバナンス

取締役会機能の強化による経営の質の向上
　当社の取締役会は、社外取締役が過半数を占め、議長も独立社外取締
役が務めることで、独立的な立場から経営を適切に監督できる体制にあ
ります。取締役会は原則毎月開催し、法令や定款で定められた事項およ
び経営上重要な案件を計画的に審議しています。取締役会審議の充実を
図るため、2018年度より取締役会懇談会を設け、2025年度より社外取
締役が執行役員会に出席し審議状況の確認と意見交換を行い、経営状
況や業務執行の理解を深めることをめざしています。
　当社は、取締役会として適切な意思決定および経営の監督を行うた
め、社内外からの豊富な経験と専門性、優れた人格識見を有する人財の
確保を重視しています。取締役会が備えるべきスキルに対しバランス良
くカバーする体制を整えています。特に2026年度は、資本市場に精通し
た人財と、医療現場と医療情報システムの双方に知見を持つ人財を新た
に迎え、資本市場との対話力とヘルスケア領域の戦略性を強化しました。
これにより、外部環境の変化に対応しながら、企業価値向上に向けた監
督機能をさらに高めています。
　当社は、取締役等の指名および報酬に関する取締役会の機能の独立
性・客観性と説明責任を強化するため、2021年に独立社外取締役を委
員長とする指名・報酬諮問委員会を設置しました。サクセッションプラン
や人財の多様性、報酬水準・構成等、経営の持続性に直結するテーマを
継続的に議論し、取締役会への答申を行っています。
　当社は毎年、取締役会の実効性を分析・評価しています。2025年度の
評価では、取締役会の実効性は適切に確保されているとの評価が得られ
ました。一方で、内部統制の在り方や取締役会のモニタリング機能の一
層の充実、中長期の成長に必要な俯瞰的なテーマの議論増等、さらなる
改善余地も明らかになりました。これらの指摘を踏まえ、引き続き実効性

　当社は、こうした取り組みを通じて、資本コストを意識した経営や企業
価値向上に向けた議論を取締役会が主導し、持続的な成長を支えるガバ
ナンス体制の進化を続けていきます。

海外事業の成長を支える執行体制の強化
　2025年度の連結業績における海外売上比率は48%に達し、いまや海
外事業の安定的拡大はサトーの持続的成長を確実にするために不可欠
となっています。
　各国・地域の法規制に準拠した適正な事業運営を通じ収益基盤の確立を
図るとともに、着実な利益成長を実現するため、注力国・地域にリソースを
重点配分します。売上高、営業利益、売上高営業利益率の経営指標に加え、
資本生産性の指標として投下資本利益率（ROIC）を重要な経営指標に据
え、海外事業における財務管理の高度化と資本効率向上に取り組みます。
　この取り組みを支える体制として、2026年度よりグローバル事業統括
のもとに海外事業会社管理担当役員を配置、海外各地域に地域統括執
行役員を配置しました。またグループCFOのもとに米州・欧州・アジアパ
シフィックに地域CFOを配置し、ガバナンス強化、財務管理・リスク管理の
高度化を進めています。
　取締役会は、こうした執行体制強化が海外事業の着実な成長とリスク
管理の両立に結びついているかを継続的に監督し、戦略と実行の整合性
を確認しています。

事業環境リスクへの対応と持続的な価値創造
　当社はグループにおける社内外リスクを網羅的に認識、評価し対応で
きるよう、全社的リスクマネジメント体制を整備、運用しています。リスク
オーナーである執行役員が管掌するリスクを管理し、執行役員会直下の

指名・報酬諮問委員会における議題・議論

の向上に努めていきます。
　当社は2030年ビジョンを見据え、現在の中期経営計画期間においてコ
アビジネスの収益盤石化、Perfect and Unique Tagging構想の事業化、お
よびこれらを支えるグローバル経営基盤の強化に取り組んでいます。取締
役会では、重要案件の審議や継続的な経営の監督を通じ、中長期的な収益
安定化と持続的成長の両立を図っています。特に戦略と実行の整合性や資
本配分の妥当性を重点的に確認し、資本コストを踏まえた投資判断、キャッ
シュフロー重視の経営、資本効率の改善状況について、定量・定性の両面か
らモニタリングを行い、経営陣に対して適切な助言と監督を行っています。

開催日 内容

2025年  5月15日 2024年度業績インセンティブについて

2025年  5月27日 新人事制度導入に向けた準備としての
諸手当改廃について

2025年  7月  8日 2025年度役員KPIについて

2025年  8月12日 新人事制度改定について

2025年  9月  9日 新人事制度改定について

2025年11月12日 グローバルエンゲージメントサーベイの
結果報告

2026年  1月13日 報酬水準の検証について

2026年  2月12日 2026年度執行体制の報酬設定について

2026年  3月10日 役員・執行役員規程の改定
2026年度執行体制の報酬設定について
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リスクマネジメント委員会において、グループ経営上重要なリスクの特
定、管理状況の確認を実施しています。重大リスク顕在化の際は危機対
策本部を設置し、迅速かつ適切な対応に努めています。
　グループを取り巻く事業環境は、地政学リスク、サイバーセキュリティリス
ク、サプライチェーン途絶リスク等、不確実性および複雑性が一段と増して
います。当社はこの変化に対し、事業の継続性を確保しつつ持続的成長を確
実にするための備えを強化しています。当社ではグループ経営上重要なリス
クとして16件のリスクを特定し、対策強化に継続的に取り組んでいます。詳
細は2025年度（第76期）の有価証券報告書において開示しています。
　重要度の高いリスクへの対応として、地政学情勢の事業影響に対する
対応を例示します。当社は、国際情勢の動向を常時把握し、状況に応じた
適切な判断を行うことで事業リスクの最小化に努めています。特に地政
学リスクの高い地域への事業投資については、現地営業キャッシュフ
ローを原資とすることでリスクマネー削減を図っています。また昨今の中
東情勢悪化による原油調達リスクへの対応として、グローバル拠点を活
用した調達網分散を進め供給リスク低減を図るとともに、石油由来の部
材や副資材の見直しを行い、コスト上昇の影響最小化に取り組んでいま
す。さらなるコスト上昇局面においては、価格改定を通じ収益への影響の
抑制を図る方針としています。
　当社は事業を取り巻くあらゆる重要なリスクに対し、多面的かつ実効
性ある対策を継続的に講じています。変化の激しい時代だからこそ、私た
ちは「社会にとって必要な存在」であり続けるために、事業基盤の強化と
新たな価値創造に挑み続けます。

　サトーは1999年という我が国のガバナンス浸透過程の早い段階
から社外取締役を登用し、社内外ボードメンバーのバランスを整えて
きました。これにより緊張感のある議論文化が醸成され、取締役会の
質向上につながっていると感じています。
　2021年には、取締役会議長を社外取締役が務める体制へ移行し
ました。私がこの役割を担って5年になりますが、常に意識しているの
は、密度の高い質疑による議論の深掘りと、成長のためのリスクテイ
クと監督機能の適切な両立です。2025年度の取締役会では、事業基
盤の強化やグローバル経営に関する重要テーマについて議論を重ね
ています。また近年は、執行役員会にも社外取締役がオブザーバーと
して参加し、各事業の理解を深めています。執行側との対話の質を高
めることで、監督機能の実効性向上につなげています。
　サトーには、現場主義の文化や開かれた経営姿勢、海外展開の広が
り、「タギング」の潜在力など、大きな可能性があります。一方で、IT基
盤の統合、海外ガバナンス、人財育成など、さらなる成長に向けて取
り組むべき課題もあります。これらは取締役会で本質的に議論し、懇
談会や指名・報酬諮問委員会で外部からの知見を補完しながら、企業
価値の向上につなげていきます。
　昨今の経済や国際情勢は複雑さを増しており、取締役会の舵取りには常
に緊張感が伴います。それでも、忌憚のない意見が交わされる自由闊達に
議論する文化は確実に維持されています。今後も、深掘りした丁寧な議論
を重ねつつ、議長としてはバランサーの役割を果たし、企業統治を形骸化
させることなくサトーの持続的成長に貢献していきたいと考えています。

　中期経営計画の実現には、社会課題の本質に踏み込み、新たな価
値創造を主導できる経営陣が不可欠です。特に、現場に根差した課題
発見力、グローバルかつ社会的な視点で物事を構造的に捉える力、そ
して変革をやり切る実行力などが重要と捉えています。こうした認識
のもと、指名・報酬諮問委員会では中長期の企業価値向上に資する
報酬設計、経営陣の客観的な評価・選解任プロセスの透明化、そして
次世代の経営者候補の計画的かつ戦略的な選抜と育成などについ
て議論を行い、取締役会に答申をしています。
　報酬設計では、短期業績と中長期の企業価値向上のバランスを重
視し、各役員の職責・権限の範囲でコントロール可能な財務指標に加
え、エンゲージメントなどの非財務指標をLTI※1に取り入れることで、人
的資本と企業価値のつながりの明確化を進めています。サクセッショ
ンプランについては、持続的な経営体制の確立のために、候補人財の
スキルを可視化し、選抜・育成・評価のプロセスを透明性高く運用する
ことを求めています。今後グローバル展開を加速化していくために、経
営人財の質と厚みにはまだ強化の余地があると認識しています。
　今後は、人財ガバナンスの実効性をさらに高めるため、経営人財の
パイプライン強化、スキルマトリックスの高度化、海外拠点を含むリー
ダー育成の充実が必要と捉えています。さらに、報酬制度の透明性と
企業価値との連動性をより明確にし、資本市場からの負託に応える制
度設計を進めることも重要です。こうした議論を通じて、取締役会の
監督機能のさらなる実効性向上を図るとともに、「人」を起点とした価
値創造を支えるガバナンスを確立していきたいと考えています。

取締役会議長メッセージ 指名・報酬諮問委員会委員長メッセージ
山田 秀雄  社外取締役 藤重 貞慶  社外取締役

コーポレートガバナンス

※1 LTI（Long Term Incentive）：中長期的な企業価値向上を目的とした業績連動型株式報酬制度

https://www.sato-global.com/ja/sustainability/governance/

ガバナンスに関する詳細は以下のウェブサイトをご参照ください
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会社情報（2026年3月31日現在）

会社概要 株式情報

商号	 株式会社サトー（英語表記：SATO CORPORATION）
本社所在地	� 東京都港区芝浦3丁目1番1号 msb Tamachi 田町ステーションタワーN
創業／設立	 1940年／1951年
資本金	 84億円
連結従業員数	 6,012名
連結子会社数	 49社

グローバルネットワーク

発行可能株式総数	 80,000,000株
発行済株式の総数	 33,635,942株
株主総数	 9,314名
上場証券取引所	� 東京証券取引所 

プライム市場
証券コード	 6287
事業年度	� 毎年4月1日から 

翌年3月31日まで
定時株主総会	 6月
株主名簿管理人	 三菱UFJ信託銀行株式会社

大株主

欧州
イギリス
イタリア
オランダ
スウェーデン
スペイン
トルコ
ドイツ
フランス
ポーランド
ロシア

アジア
インド
インドネシア
韓国
シンガポール
タイ
台湾
中国
日本
フィリピン
ベトナム
マレーシア

オセアニア
オーストラリア
ニュージーランド

米州
アメリカ
アルゼンチン
ブラジル
メキシコ

所有者別
株式分布状況

金融商品取引業者
1.42%

個人・その他
32.61%

金融機関
20.80%

その他の法人
13.21%

外国法人など
28.89%

自己名義株式
3.07%

株主名 持株数（株） 持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,384,500 13.45
公益財団法人佐藤陽国際奨学財団 3,786,200 11.61
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,965,800 6.03
サトー社員持株会 1,938,978 5.95
THE BANK OF NEW YORK 133612 1,603,800 4.92
佐藤 静江 897,470 2.75
横井 美惠子 854,345 2.62
岩淵 真理 794,570 2.44
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 734,214 2.25
JP MORGAN CHASE BANK 385839 677,229 2.08

（注）	当社は自己株式（1,031,848株）を保有していますが、上記大株主から除外しています。
	 また、持株比率は、自己株式を控除して計算しています。
	 なお、自己株式には、実質的に所有していない株式（失念株）の10株を含み、役員報酬BIP信託口が保有する当社株式（139,495株）は含んでいません。
	 大株主について、公益財団法人佐藤陽国際奨学財団の所有株式については、従来通り合算（名寄せ）して表示していますが、その他については、株主名簿

の記載通りに表示しています。
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